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１ 職業訓練と就職支援に関する国と府の一体的実施実現までの経過
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・平成18年10月 京都雇用創出活力会議（構成；京都府知事、京都市長、京都労働局長、
連合京都会長、京都経営者協会会長）において、「公労使」が中核となり
共同運営を行う総合就業支援拠点「京都ジョブパーク」の設置を確認

・平成19年4月 「京都ジョブパーク」開設

京都労働局・ハローワークとの連携により、相談から職業紹介、定着支援までワンストップ支援

・平成24年4月 「京都ジョブパーク」のハローワーク機能を拡充 （京都ジョブパーク事業の一体的実施）

雇用保険、職業訓練など、府内全域を対象として、国と地方の就業支援が一体化

・平成25年12月 京都府地域訓練協議会において、オール京都での人づくりの実施（職業訓練と就職
支援に関する一体的実施）を確認

全ての訓練等の総合的・一体的な企画立案 並びに 職業訓練機関と就業支援機関の連携

・平成26年2月 「国・府一体人づくり事業の実施に関する協定書」締結

京都府知事、京都労働局長、高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長 三者が署名

ﾎﾟｲﾝﾄ１

ﾎﾟｲﾝﾄ２
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京都雇用創出活力会議

設置目的

•厳しい雇用情勢の下、パート・アルバイト等、非正規雇用の増加、年長フリーターの問題など、新たな

課題への対応が求められていることから、行政・労働者団体・使用者団体の代表者が一堂に

会し、地域の経済・雇用情勢に応じた、「オール京都」体制での、きめ細かな雇用対策の

あり方・全体戦略等について協議する。

構成

•京都府知事、京都市長、京都労働局長、連合京都会長、京都経営者協会会長

開催状況

•平成１８年１０月に第１回会議を開催し、これまでに１１回（拡大版を含めると１２回）開催

平成１８年１０月

確認事項

•ジョブカフェ事業で培った支援ノウハウや企業とのネットワークを女性、中高年齢者等へも拡大した

「京都ジョブパーク」を設置し、「公労使」が中核となり共同運営を行う。

京都ジョブパークの設置



ﾎﾟｲﾝﾄ１ 京都ジョブパークにおける国・府一体の就業支援

◆府内全域での
JPサービス提供

◆地域雇用創出
活力会議

就職
相談求職者

初回受付

初めて来られた方が安心してジョブパークを利
用できるよう、就職や生活に関する相談などを
行い、最適なコーナーをご案内

主担当コーナー

カウンセラーが主担当となり、ＪＰの様々なメ
ニューの中から最適なものを組み合わせ、最短での
就職実現を目指す。

若年・中核・熟練
コーナー

京都わかもの
ハローワーク

福祉人材コーナー 農林水産業コーナー

マザーズジョブカフェ

はあとふるコーナー

自立就労
サポートセンター

専門サービス

ハローワークコーナー
（スキルアップ相談窓口）

利
用
者
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
フ
ル
活
用

初回受付において主訴を踏まえて最適コーナー・カウンセラーを選定。

以降、担当カウンセラーがジョブパークの専門機能をフル活用しながら就業・定着までを伴走支援

中小企業人財確保センター・京都ものづくり企業人財確保プロジェクトオフィス

求職者と企業の個別マッチング

様々な企業説明会の開催

企業の魅力発信
（京都ジョブナビ）

セミナー・専門家相談の開催

関係機関

労働相談所

ワークライフバランス
センター

一体
運用

人材
相談

京都企業

外部組織

ＮＰＯ（地域サポート強化）

福祉事務所

教育機関

地域若者サポートステーション

企業（中間就労の場）

関係
強化

国・府一体人づくり事業
・京都ＪＰカレッジ
・京都未来を担う人づくり
推進事業
・京都ものづくり産業人
材育成塾
・京都人財ジョブトライ
事業
・離職者向け委託訓練
・求職者支援訓練

生活相談コーナー

※府・職業紹介
きめ細かなマッチング

きょうと新卒きょうと新卒
サポートチーム

京都新卒応援ハローワーク

※市町村
ニーズに
応じた地
域展開
（全域展
開）

大学生コーナー 留学生コーナー
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京都ジョブパークのこれまでの実績

ＪＰの機能拡大に応じて、年を追う毎に利用者は着実に増加。特に、一体的実施
を開始した２４年度は利用者に加え就職内定者も大幅に増加。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 累計

相談者数（延べ） 42,319 44,497 51,980 63,615 70,881 100,277 121,569 495,138
新規登録者数 6,249 6,150 6,738 8,408 9,548 12,981 13,628 63,702
就職内定者数 3,012 3,358 3,555 4,316 4,894 7,037 8,608 34,780
うち正規雇用 3,427 4,385 7,812

ＣＳ調査【24年度から実施】 ※２年連続で８点台後半の評価を得ている

○ 調査では、スタッフの対応、ＪＰの就職支援、ＪＰのサービスについて10点満点で評価。
○ 24年度は主要コーナーのみで実施、25年度は全コーナーで実施。

平成２４年度 平成２５年度

初回来所時 1ヶ月経過時 3ヶ月経過時 初回来所時 1ヶ月経過時 3ヶ月経過時

８．７ ８．７ ８．６ ８．６ ８．６ ８．８

就職内定者数

正規雇用



ﾎﾟｲﾝﾄ２ 国・府一体人づくりの推進 （地域訓練協議会での合意）

趣 旨

オール京都での人づくり
・国と府の全ての訓練等の総合的・一体的な企画立案
・職業訓練機関と就業支援機関（ハローワーク・ジョブパーク等）の具体的連携

全国初

計
画
立
案

現状・課題 具体的対応

国・府が個別に計画策定（委託訓練、支援訓練、施設内等）

・同時期・同地域で類似訓練実施
・必要な訓練が実施できない地域、分野が存在

内容、定員、時期等を一体的に企画立案
京都府地域訓練協議会（労働局・府・機構）

・公共職業訓練と求職者支援訓練の効果的な実施
・地域ニーズを踏まえた新たなコース設定

広
報

・訓練実施機関が広報を実施
・ハローワーク・ジョブパークが訓練等に誘導

訓練を必要とする求職者への浸透不足
・訓練受講機会の喪失
・受講者不足による訓練不開講

・全ての訓練等の一体的広報
府市統合の就職支援サイト「京都ジョブナビ」への掲載、
ワンパンフレット化等

・就業支援機関（ハローワーク・ジョブパーク）の情報共有に
よる最適な訓練等への誘導・定期的なガイダンス実施

選
考

・公共職業訓練の募集締切から開講まで最長50日
程度
高等技術専門校において統一学科試験を実施

選考方法の見直し等により募集締切から開講まで最長20
日程度に短縮（求職者支援訓練と同程度）

一
貫

支
援

・主に訓練実施機関で実施
（求職者支援訓練についてはハローワークで支援計画策定）

・訓練修了から３ヶ月経過後も２～３割の受講者が
未就職（社会人基礎力の不足、体調面の課題等）

訓練実施機関とハローワーク、ジョブパークの連携による一
貫した支援を強化
・訓練受講前からの相談の充実

・訓練受講前・中・後の支援メニューの多様化（カウンセリング、
ＪＰカレッジによる社会人基礎力の習得、企業説明会への誘導等）

事
業
者

就職困難者を対象とする訓練、北部地域における訓練の実
施事業者の確保が困難

京都ジョブパーク事業や南部地域で実施する同種の訓練と
の一体的契約等

ジョブパークでの国・府連携の経験を踏まえ、人づくりにも拡大
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平成２６年２月１９日 京都府・労働局・機構による三者協定の締結
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国・府一体人づくり事業の実施に関する協定書（概要） （平成２６年２月１９日）

＜協定当事者＞

・京都府知事
山田 啓二

・京都労働局長
森川 善樹

・高齢・障害・求職者
雇用支援機構
理事長
小林 利治
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平成２６年２月１９日 京都府・労働局・機構による三者協定の締結

２ 国・府一体人づくり事業の具体的展開

（１）京都府地域職業訓練実施計画の策定 （平成２６年７月）
・求職者支援訓練や離職者向け委託訓練を含む公的職業訓練等に関する実施方針、定員、
コース設定・重点分野、実施時期等を一体的に企画立案

（２）一体的な広報・ガイダンスの実施 （平成２６年４月～）
・全ての訓練等の一体的広報
・京都ジョブパーク総合ポータルサイト「京都ジョブナビ」による訓練情報の発信
・全ての訓練を網羅した「ワンパンフレット」の作成

・ｼﾞｮﾌﾞﾊﾟｰｸに「ｽｷﾙｱｯﾌﾟ相談窓口」を設置し、全ての訓練の相談から受講指示までﾜﾝｽﾄｯﾌﾟで支援
・定期的なガイダンス（職業訓練ガイダンスの毎月実施）

（３）職業訓練機関と就業支援機関の個別支援での具体的な連携 （平成２６年４月～）
・訓練実施機関とハローワーク、京都ジョブパークの連携による一貫した支援
（ＪＰカレッジ等による社会人基礎力の習得→実践訓練 等）

（４）地域連携人材育成強化支援事業の実施 （平成２６年７月～）
（㉖厚生労働省モデル事業 全国３カ所；北海道、埼玉県、京都府）

・都道府県がポリテクセンター等を活用して主体的に職業訓練を実施
①職業訓練ニーズの把握と戦略的カリキュラムの共同開発（ニーズ調査→カリキュラム検討）
②職業訓練に係る戦略的広報実施（女性を引き込む国・府訓練関連の広報冊子・動画の作成）
③新規訓練の実施（ポリテクカレッジ等と連携し、技能検定を目指す在職者訓練を共同実施）
④職業訓練指導員の知見・指導力向上（国・府指導員を対象とした共同研修を実施）

（５）北京都企業情報活用戦略チームの設置 （平成２６年９月）
・産業支援機関とﾊﾛｰﾜｰｸ、ｼﾞｮﾌﾞﾊﾟｰｸ、訓練機関が連携し、企業ﾆｰｽﾞに即した人づくり事業を実施

9



「京都ジョブナビ」

アピール
ポイント

◇求職者・企業が求める就職関係情報のワンストップ化

◇企業情報については、ハローワークの求人検索機にも情報掲載

◇就職支援のみならず、「スキルアップ情報」では、公共職業訓練（施設内訓練、委託訓練）と

求職者支援訓練の講座検索や、職業能力開発機関の紹介など、全ての訓練内容を紹介

京都府が運営する「きょうと就職支援ネット」と京都市が運営する「京のまち企業訪問」を統合し、

京都ジョブパーク総合ポータルサイト「京都ジョブナビ」を平成２６年４月に創設
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２６年４月開設一体的広報の実施例

「ワンパンフレット」（外面）

11

２６年１０月完成一体的広報の実施例



「ワンパンフレット」（中面）
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２６年１０月完成一体的広報の実施例

一体的に実施することにより、
地域創生人材を育成

京都ＪＰカレッジ （社会人基礎力強化）
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職業訓練と就業支援の一貫支援の例 ２５年５月開始

【京都ＪＰカレッジとは】

企業が求めるヒューマンスキルの不足等により就職活動が長期化する長期離職者や若年求職者等を対象に、個々の

ニーズや特性に応じた受講しやすいスタイルの人材育成研修及び受講後のきめ細やかなフォローアップにより、不足す

るスキルを補完し、京都ジョブパークが持つ様々な資源やサービスを活用した就職支援を実施。

☆企業が求めるヒューマンスキル

… ○社会人基礎力（■前に踏み出す力 ■考え抜く力 ■チームで働く力） ○就業基礎能力

☆個々のニーズや特性に応じた受講しやすいスタイル

… 多彩なラインアップ（毎月１００講座）と、一人ひとりの状況に応じて必要な講座を受講可能なアラカルト方式

（若年者等ベーシック、若年者アドバンス、中高年齢者向け、適職発見、北部若年者向け、北部中高年齢者向け の各コース別に10～30講座）

基礎能力習得 応用・実践的訓練 就業支援・定着支援

開発する能力

京都ジョブパーク

京都ＪＰカレッジ 公的職業訓練
・公共職業訓練
・求職者支援訓練
※一体的計画策定

相談から職業紹介、
定着支援まで

（訓練受講中・修了後）

高等技術専門校
ポリテクセンター・カレッジ

京都ジョブパーク
ハローワーク

ＪＰ共同実施型訓練
（ＪＰでの支援と訓練をセットで）

ヒューマンスキル テクニカルスキル

事 業 内 容

実 施 機 関

事 業 目 的

企業が求める能力 公的職業訓練では
カバーしきれない

基礎能力が整っている
ことを前提に訓練実施



【事業内容（京都府の場合）】 ※㉖厚生労働省モデル事業 全国３カ所；北海道、埼玉県、京都府

①職業訓練ニーズの把握と、府と機構による戦略的カリキュラムの共同開発

②戦略的広報の実施
→ ものづくりの魅力を伝え、女性等を職業訓練へ誘導する広報冊子・動画の作成

③新規訓練の実施
→ ポリテクカレッジ等と連携し、技能検定を目指す在職者訓練を共同で実施

④職業訓練指導員の共同研修の実施（国・府指導員を対象）

地域連携人材育成強化支援事業
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２６年７月開始厚生労働省 委託事業

都道府県がポリテクセンター等を活用して主体的に職業訓練を実施できる新たな方策

【実施体制・スキーム】
・運営協議会の設置（京都府地域訓練協議会を運営協議会として位置付け）
（構成；京都府、京都市、京都労働局、高齢・障害・求職者雇用支援機構、労使団体、教育機関等）

・京都府と機構の連携協定締結（協働体制の構築）

京都府

・全国のネットワーク
・職業訓練に係るノウハウ
・人的、物的資産

・雇用統計
・求職者、雇用ニーズ
・雇用動向

情報提供 サポート

（独）高齢・障害・求職者
雇用支援機構

京都労働局 要請 要請

地域課題解決に向け、
地域産業の発展を
支える人材を育成地域での訓練ニーズ

（求職者数、求人数等）

ノウハウ支援
施設貸与
講師派遣 等

北京都企業情報活用戦略チーム
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北京都企業情報活用戦略チーム
【目 的】
京都府北部地域において、産業支援機関や就業支援機関が把握する企業ニーズを人材育成機関に情報提供し、
当該企業ニーズに基づいたタイムリーな人づくり事業を展開する。

【構成団体】
●産業支援機関……………………（公財）京都産業２１北部支援センター、京都府織物･機械金属振興センター、

京都府中小企業技術センター中丹技術支援室）
●就業支援・人材育成機関……ハローワーク（福知山・舞鶴・峰山）、ポリテクカレッジ京都、北京都ジョブパーク、

京都府立福知山高等技術専門校
●行政機関…………………… ………京都府商工労働観光部総合就業支援室・ものづくり振興課・産業立地課

・人づくり推進課、京都府中丹・丹後広域振興局商工労働観光室

産業支援機関・就業支援
機関が、企業活動に関す
る情報を収集・分析

●経済状況 ●雇用情勢
●企業動向 ●立地動向
●人材ニーズ

収集・分析した企業ニーズ
を人材育成機関に提供

①全体会合と定期メール
による二本立ての情報
提供
②人づくり事業の計画にあ
たっての助言、アドバイ
スの実施

人材育成機関が、
企業ニーズに即した
人づくり事業を実施

●福知山高等技術専門校
●ポリテクカレッジ京都
→施設内訓練カリキュラム
→離職者訓練カリキュラム

●北京都ジョブパーク
→ＪＰカレッジ等

●京都産業２１北部支援センター
→ものづくり基礎技術習得研修

企業に求められる
人材を育成！

フレーズⅠ フレーズⅡ フレーズⅢ

２６年９月設置企業ニーズに即した訓練検討の例

第１回会合 ９月３０日



有効求人倍率の改善

正規雇用８千人増

＜現状・課題＞

企業の人材不足の
顕著化

非正規割合の増加 早期離職の増加

＜取組の方向＞ 京都の未来を担う若者等が安心して働くための２つの戦略
〈若者等就職支援条例の制定 27年4月施行予定〉

安定雇用戦略
～正規雇用化・離職防止～

人づくり戦略
～未来を担う人材育成～

離職率過去最低水準へ 障害者雇用率２．２％の達成目標

３ 雇用情勢を踏まえた今後の取組方針

第１１回京都雇用創出活力会議確認事項 （平成２６年９月開催）

オール京都体制で推進 16

国・府一体人づくりに
オール京都体制で取り組みます！

ポリテクカレッジ京都

ポリテクセンター京都

京都ジョブパーク

京都校
京都障害者校

福知山校

京都産業21

陶工校

城陽校

京都府立専門校
一般校 ３校
障害者校 ２校

（１分校）

機構立
ポリテクセンター １校
ポリテクカレッジ １校
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